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IBM Institute for Business Value 
IBM グローバル・ビジネス・サービスの  

IBM Institute for Business Value は、企業経営者の方々に、 

各業界の重要課題および業界を超えた課題に関して、 

事実に基づく戦略的な洞察をご提供しています。 
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現在、誰もがイノベーションの重要性を証言できるようになった。

小さな洞察によって市場の勢力図が瞬時に塗り替わったり、能力

をいち早く手に入れ、構築できる知識経済においては、変化の早

い動的なイノベーションのポートフォリオを統括できる経営者

こそが、群れから抜け出し、成長を生み出す最大のチャンスを手

にできると考えられる。しかし、多くの組織では、社員、顧客、

さらにはサプライヤーを含む人材をイノベーションのプロセス

に取り込むことは非常に困難であると感じている。このような場

合、事態を改善するためには、何から始めればよいのだろうか。 
 

 はじめに 
優れた企業経営者は、これまで以上にオープン

でコラボレーティブな、多分野にわたるグロー

バルなイノベーションが 21 世紀を生き抜く鍵

であると考えている。IBM は 2006 年、CEO が
組織のイノベーションにどのように取り組もう

としているかをよりよく理解するために、「The 
Global CEO Study」という調査を実施した。その

調査結果の中で、CEO はイノベーションの最大

の障壁として、協力的でない文化や社風を挙げ

た。 
 
組織がどのようにイノベーションの障壁を取り

除き、文化や社風を改善できるかという重要な

問題に取り組むために、IBM Institute for 
Business Value は、「The Global CEO Study 2006」
に続いて詳細な分析を実施した。この分析の目

的は、組織が最も重要な資産である社員、顧客、

サプライヤーを動員し、今日のビジネス環境で

より効果的にイノベーションを実現できる方法

について、理解を深めることであった。 
 
主体的な役割を担う経営者にとって、率先して

イノベーションに適した職場環境を構築する道

を開くことが重要だ。リーダーとなる人間は、

インセンティブや報酬を提供することに加えて、

リスクをとることに対する適切な認識を設定し、

組織に多様性を吹き込み、社内のネットワーク

を活用し、社外とのコラボレーションを向上さ

せる必要がある。本書は、このようなことを実

行しようとする先進的な経営者の指針となるも

のである。





 

People and innovation 
アイデアをテーブルに載せる 
 
 
 

イノベーションの障壁を特定する 

「CEO は、革新的な文化を確立するた

めに主要な役割を果たさなければなら

ないことを直感的に理解している。しか

し、それに取り組む方法が分かっている

とは限らない。」 
- 「The Global CEO Study 2006」イン

タビュー回答者 

「The Global CEO Study 2006」では、イノベー
ションを、新しいアイデアや最新の考え方を
根本的に異なる方法で適用することによっ
て、大きな変革をもたらすことであると定義
した。1 この定義は、新しい製品、サービス、
市場の開発から、既存のオペレーションの改
善、新しいビジネス・モデルの創出までに及
ぶ広範なイノベーションをカバーする。 
 
「The Global CEO Study 2006」に参加した 
CEO は、今日の市場での競争に対処するた
めに、イノベーションをこれよりもさらに広
い視野で捉えている。しかしその一方で、
CEO は飛躍的なイノベーションの達成を妨
げる重大な障害として、イノベーション実現
による変化を受容しにくい企業文化を挙げ
ている (図 1 参照)。 

多くの CEO は、良いアイデアを持つ人材に
やる気を起こさせ、支援することができなけ
れば、イノベーションに対する企業の取り組
みが事実上挫折する可能性があると懸念し
ている。 
 
我々は、これを重要な課題と認識した上で、
イノベーションを支える組織文化の重要要
素を特定し、革新的な環境を培うヒューマ
ン・キャピタル・マネジメントの手法を明ら
かにし、人材の視点からイノベーションを実
現するために上級管理者が果たすべき役割
をより深く理解することを目指した。 
 
これを達成するに当たり、我々は、既存のイ
ノベーションの理論、モデル、および手法を
理解し基盤とするために関連資料を検討し
たほか、生データやインタビュー参加者の回
答をさらに評価するなど、「The Global CEO 
Study 2006」の結果を詳細に分析した。さら
に、イノベーターとして自社における活動の
効果の向上を目指す 20 社の研究、イノベー
ション、および人事担当上級管理者を対象に
インタビューを実施した。

 

3 People and innovation 



 

4 IBM Global Business Services 

革新的な文化作りの

土台には、変化につな

がる事例を構築する、

失敗を恐れず強力な

支援をはっきり明示

する、組織の多様性か

ら価値を引き出す、と

いう 3 つのステップ

が必要である。 

我々は、分析の結果に基づき、組織がイノ
ベーションの障壁の解消に着手し、より革新
的な環境を構築するために、2 つのステージ
と 7 つのステップから成るモデルに取り組
むことを推奨する (図 2 参照)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ステージ 1: イノベーションの準備を行う 
• 人材のために戦略状況を表す全体像を描

くことにより、イノベーションの方向性を
提示し、境界を設定する。 

• リスクを受け入れ、失敗にしたことによる
汚名や恥を排斥するような文化を作り上
げることによって、恐れをなくす。 

• 多様な社員に存在する様々なアイデアを
評価し、活用する。 

ステージ 2: 行動を起こす 
• イノベーションの効果を高めることがで

きる非公式なネットワークを把握し、活用
することによって、組織内の「点をつなぐ」。 

• 既存の競争優位性を補完したり、市場投入
までの時間を短縮したり、新たな洞察を引
き出すために、パートナーやサプライヤー
などの社外組織、さらには顧客とコラボ
レーションを行う。 

• 組織の隅々から集めたアイデアを各種の
手法を使用して可視化する。 

• 人材の熱意と綿密に練られた組織のビ
ジョンの両方を十分に補完するプログラ
ムを通して、インセンティブを提供し、人
材の革新性を評価する。 

 

準備を整える 
「自ら先頭に立って、方向を定め、イノ

ベーションを促進する文化的基礎を築

くことが、CEO の最も重要な仕事であ

る。」 
- 「The Global CEO Study 2006」インタ

ビュー回答者 

大規模な組織では、すぐに方向を転換できる
わけではない。経営者は、状況を示し、情報
に基づいてリスクをとることを支援し、多様
性を促進することによって、イノベーション
活動の準備を整える必要がある。 

人材のために全体像を描く 
準備を整えるというのは、単に概念としてイ
ノベーションを推奨したり、株主向けのス
ピーチやレターの中でそれに言及すること
だけではない。過去 20 年間、ほとんどの大
規模組織の社員は、飽くなきコスト削減、生
産性と効率に対する重点的な取り組み、度重
なる合併･買収活動、かつて重んじられてい
た仕事のアウトソーシングやオフショアリ
ングを目の当たりにしてきた。 
 
この雰囲気の中では、リスクをとることやイ
ノベーションに支えられる有機的成長は時
代遅れとなってしまった。多くの場合、社員
は施策の失敗によってあまりにも多くの
キャリアが停滞したり終わってしまうのを
目撃してきた。このような雰囲気では、慎重
さが支配するのは当然である。 
 
CEO がイノベーションを促進するには、会
社の財務実態や市場におけるポジションに
基づいて、社員が再びリスクをとることに胸
を躍らせるような、説得力のある変化につな
がる事例を構築する必要がある。また、特に
強力な指導力や取り組みの欠如によって過
去の施策が立ち消えになったような場合に
は、その事例を懐疑的な社員に常に伝達する
ことが必要だ。 
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特に、大規模な企業では、社員の心をつかむ
ための闘いが長期化する可能性があるが、こ
れは準備を整えるにあたって必要不可欠な
ことである。あるグローバルな消費財企業の
副社長が語っているように、「真のリーダー
シップとは、社員に自分自身と活動の幅を広
げさせ、さらには自ら企業のニーズに従うよ
うにさせる幅広い指針を与えることができ
る能力である。」 
 

全体像を描く: 重要項目 

イノベーションが変化につながる事例を構

築する 

• イントラネット・サイト、タウンホール・

ミーティング、録音電話メッセージと

いった複数のチャネルを使用して、イノ

ベーションへの取り組みを常に伝達す

る。 

• 個人的な対応 (直接対話、少人数のグルー

プ会議、個人的な手書きメモなど) によっ

て熱意を引き出す。 

市場の方向性を示す 

• 組織が属する市場の勢力図を説明するこ

とによって、社員がイノベーション戦略

の「理由」を理解できるようにする。 

• 2 週間に 1 回、上位 750 名の社員に市

場勢力図を電子メールで送信している通

信会社のように、市場勢力図に関する最

新情報を頻繁に社員に提供する。 

イノベーションの境界を設定する 

• イノベーション活動を戦略的施策と結び

付け、さらにこの活動を継続的に全体像

と関連付ける。 

• イノベーターに大きな夢を持つ自由を与

えることと、市場のニーズを満たす実用

的な製品およびサービスの必要性の間の

バランスを取る。 

恐れをなくす 
インタビュー回答者は、リーダーがイノベー
ションを推奨し始めると、社員の多くが懐疑
的な目を向けると語っている。その理由とし
て、まず、経営者の話の内容はすばらしくて
も、社員は社内で自由に失敗できるとは信じ
ず、安全と思われるプロジェクトだけに参加
する傾向があることが挙げられる。これは、
多くの社員は画期的な成果を生み出す可能
性のあるプロジェクトに参画したいと考え
る一方で、プロジェクトが失敗してキャリア
が傷がつく事態をあまりにも多く目撃して
きたからである。 
 
次に、社員はリスクを賢く追求しても会社か
ら評価されないと考えているからである。多
くの経営者は口先ではうまいことを言うが、
イノベーターを目指す人を追い詰めたり、情
報に基づいてリスクをとることの失敗を罰
するような、用心深い官僚的な上司や縄張り
争いよって、経営者の意図は捻じ曲げられて
しまうことが多いからだ。 
 
最後に、社員は自分たちのリーダーは短期的
な成果に注目しすぎ、財務的なコミットメン
トや、長期的な「根底から変革する」信念に
キャリアを賭ける勇気に欠けていると考え
ているからだ。強い信念を貫く勇気を持たな
いリーダーは、イノベーション施策に自分自
身を注ぎ込むのをためらうような社員しか
生み出さない。 
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多様性を重視し、活用する 
今日の大規模な多国籍企業を構成している
のは、あらゆる年齢と経験の人材である。彼
らはさまざまな統計学的グループに属し、さ
まざまな仕事をこなし、さまざまな文化を象
徴し、社内外のさまざまな人と交友関係を
持っている (図 3 参照)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
彼らは社員であると同時に、お客様を象徴す
る存在だ。その一部は中心的なお客様であり、
その他は戦略的なターゲット市場である。 
 
社員の集団は多様な知識とアイデアの宝庫

であり、その情報をいつでも進んで提供して

くれる。ある通信会社の上級副社長が語って

いるように、「似たような考えを持った、似

たような人材が集まると、「グループシンク」

が発生する。…異なる年齢、民族、経験がも

たらす多様な視点が必要だ。」 

恐れをなくす: 重要項目 

「ニアミス」や「失敗」を認める 

• たとえ結果が不成功に終わっても、リ

スクをとることをうまく行った社員を

評価する。 

• 結果だけでなく、構想から完了までの

プロジェクトの実行を重視・評価する。

失敗から学ぶ方法を策定する 

• プロジェクト完了後のレビューで成功

者と失敗者について話し合う。イノ

ベーションが失敗した場合も、プロセ

スで何がうまくいったか、誰が革新性

を示したか、コラボレーションやリー

ダーシップについてはどうだったかに

ついて話し合う。 

• 構造化学習活動で失敗を採用して、

ケース・スタディーとしてまとめる。 

リスクをとる人やイノベーターから「ス

ター」を作り出す 

• 「アイデア社員」や「リスクテーカー」

を目立つ役割に押し上げ、イノベー

ションが売上や利幅といった従来の測

定基準と同じように重要であることを

示す。 

• 以前の失敗を成長の糧にして、2 度目

に成功を収めたイノベーターに報い、

褒める。 

実験コストを減らす 

• 小規模な低コストの試行・実験を多く

採用することで、個々のアイデアに関

連するリスクを軽減する。 
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イノベーションの障

壁を取り除くための

行動は、次の 4 つの

ステップから構成さ

れる: 「組織全体の既

存の関係を特定し、新

しい関係を構築する」、

「社外に手を広げて

コラボレーションを

行う」、「アイデアの可

視性を高める」、「イノ

ベーションに報酬を

与える」 

 
イノベーション施策の準備を整えることは

容易ではない。現在のビジネス状況、企業が

経験してきたさまざまな施策の数、そしてそ

れらの施策の管理方法によっては、懐疑の念

が組織全体に広がる可能性がある。 

だからこそ、リーダーはイノベーション施策

の戦略状況を絶えず伝え、リスクをとること

を求め、「賢明な」失敗を容認することを証

明し、多様性を活用するための適切なプログ

ラムを設計しなければならない。 
 
行動を起こす 
「アイデアは、この会社から給与を得て

いるすべての人からわき出てくるべき

である。ここでは起こり得ないが、ゴミ

袋を取り替える人も含めて、すべての人

がアイデアを提案できるはずだ。また、

たとえ良いアイデアが出てきても、「あ

あ、それは前に一度やったことがあるが、

うまくいかなかった」という声を耳にす

ることが多いが、これはやめなければな

らない。」 
- グローバルな保険会社のリーダーシップ

開発担当ディレクター 
 
小さな洞察によって市場の勢力図が瞬時に

塗り替わったり、能力を素早く購入、借用、

構築できる知識経済においては、変化の早い

動的なイノベーションのポートフォリオを

統括できる経営者が、群れから抜け出して成

長を生み出す最大のチャンスを手にできる

と考えられる。そのためには、経営者は組織

内でともに仕事をするイノベーターを見つ

け、社外に手を広げて他者とコラボレーショ

ンを行い、実現プロセスや実現技術でアイデ

アを可視化し、業績優秀者にインセンティブ

や評価を与える必要がある。 

多様性を促進する: 重要項目 

多様性のある経営陣を組織する 

• 最上位レベルの戦略的議論に思考の多

様性を吹き込むグローバルなリーダー

を選択する。 

• 経営陣のグローバルな考え方を反映

し、多様な視点を特徴とする組織的価

値を促進する。 

イノベーション・チームに多様性を吹き込

む 

• スタッフが顧客セグメントを確実に反

映するようにする。顧客の購買傾向に

影響を及ぼす方法についてのアイデア

を取り込む仕組みを整備する。 

• 企業戦略の推進に必要なイノベーショ

ン・プロジェクトに不可欠なアイデア

を提案し議論する、多様性のある戦術

チームを編成する。 

• 仮想会議やインスタント・メッセージ

ングなどのテクノロジーを利用して、

世界中の多様な意見間でアイデアの交

換を促進する 

イノベーションの成功と多様性をリンク

させる 

• 報酬を与え、高く評価することにより、

アイデアとそのアイデアの原点となる

多様性が経営陣によって評価され、戦

略的実践の鍵となることを示す。 

• イノベーションの実践と、それらのイ

ノベーションに固有の多様性を公表す

る。 
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非公式なネットワー

クを分析、奨励、強化

する組織は、そこから

得られる知識を利用

してイノベーション

を促進することがで

きる。 

組織内の「点をつなぐ」 
大規模企業では、個人やグループが非公式な

役割を担っていることがあり、このような役

割を把握・活用すると、イノベーションの効

果を高めることができる場合がある。肩書き

や職務に関係なく、すべての人と知り合いで、

イノベーション・プロジェクトに関する情報

を全員に流せるような「キー・コネクター (つ
なぐ人)」から、その人の持つ知識が他人には

よく分からない「孤立した人」まで、どのよ

うな組織にも、実現技術によってつなげるこ

とができる「隠れた」組織が存在する。 
 
図 4 のネットワーク関係図の例でわかるよ

うに、部門間でイノベーション・プロジェク

トを早期に立ち上げたい場合、利用すべき人

物は、すべてのビジネス・ユニットに知り合

いを持つサムである。一方、カーラは、他人

の知らない重要な知識を持っている可能性

はあるが、彼女をネットワークに参加させる

ことができなければ、彼女がプロジェクトに

大きな影響を及ぼすことはないだろう。ただ

し、このような非公式な人的資本をほとんど

考慮することなく、チームにスタッフが配置

される場合が多いのが実情である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しかし、非公式なネットワークを把握するこ

との価値を認識し始めた企業の数は増えて

きており、現在では新しい手法や技術によっ

て、より詳細なネットワーク分析が可能にな

りつつある。ある消費財企業の研究担当副社

長が語っているように、「ネットワークとい

う代物は、まったく新しいレベルの洞察を提

供してくれる。…例えば業績の予測に非常に

役立つのだが、これが恐ろしいほど正確なの

だ。」 
 
経営者は、非公式なネットワークをよりよく

把握することによって、最適なイノベーショ

ンを妨げる多くの企業が共通して抱える問

題を回避することができる。バージニア大学

のロブ・クロス氏、カリフォルニア大学デー

ビス校のアンドリュー・ハーガドン氏、バブ

ソン・カレッジのサルヴァトーレ・パリーゼ

氏は、最近の白書2 で次のような潜在的な問

題を挙げている。 
 
• 細分化 – 個々の人々は、ビジネス・ユニッ

ト、地域、あるいはその他の区分の違いに
かかわらず似たような課題に取り組んで
いるが、互いのことは知らない。その結果、
取り組みに重複が生じたり、洞察が十分に
活用できないことがある。 

• 支配– ネットワーク内の少数の個人が決

定に対して不相応な影響力を持って、新し

いアイデアやアプローチを拒否する場合

がある。 

• 孤立化 – ネットワーク内の個人がネット

ワークの外部とほとんどつながりを持た

ないために、グループに吹き込まれる新し

いアイデアが欠乏することがある。 
 
このような問題を回避するために、組織は非

公式なネットワークにいくつかのレベルで

影響を与えることができる。組織レベルでは、

協力を促すための基準を策定することに

よって、異なる部門やビジネス・ユニットか

ら、より簡単に最適な人材を集めることがで

きる。ナレッジ・フェアーや研修コースと

いったフォーラムの活用も、組織全体に新し

いアイデアの流れを促すのに不可欠なつな

がりを構築するのに役立つ。 
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チーム・レベルでは、さまざまな部門や経歴

の人をプロジェクトに配属することに重点

を置くことができる。また、チームは、組織

の新人や、通常の任務では知識が十分活用さ

れていない人を参画させるという役目も果

たすことができる。 
 
最後に、個人レベルでは、メンタリング・プ

ログラムやローテーションの割り当てが、良

いアイデアを持った人材の可視性を高め、部

門やビジネス・ユニット間のアイデアの流れ

を促進するのに役立つ。 
 

点をつなぐ: 重要項目 

非公式な社会的ネットワークを把握する 

• 社会的ネットワーク分析の手法を使用

して、社会的ネットワークをよりよく

把握し、その可視性を高める。 

• 非公式であっても、イノベーションに

重要な役割を果たしている個人を特定

する (キー・コネクターなど)。 

コミュニティーを促進し、使用可能にする

• 重要なトピックや分野に関する実践コ

ミュニティー (コミュニティー・オブ・

プラクティス) の形成を促進する。 

• 個人が情報を交換し、組織における知

識の可視性レベルを高める機会を提供

する。 

ネットワーク技術を使用可能にする 

• 専門知識の検索やインスタント・メッ

セージングなど、ネットワーク形成を

容易にする技術の利用を広める。 

 

社外に手を広げてコラボレーションを行う 

今日の市場で勝つことは、リソースを効果的

に動員して価値を実現すること、そしてそれ

を迅速に行うこととますます強く関係する

ようになってきている。時には、経営者は、

今日のお客様が求めるワールドクラスの能

力を持った社内のチームや個人を通して、革

新的なアイデアを市場に投入できる場合が

ある。しかし、競合他社が同じことをする前

に、社内と社外の両方に目を向けてワールド

クラスの能力を適切に融合する必要がます

ます増えてきている。このような環境では、

昨日の施策の競争相手が今日の協力者とな

り、明日は再び競争相手になるかもしれない。 
 
そのため、参加者は社外とのコラボレーショ

ンの管理における 3 つの重要課題として、

信頼、知的財産の管理、相互利益の機会を挙

げた。あるテクノロジー企業の上級副社長は、

「信頼し合うエコシステムに参加しなけれ

ばならない。その中で、共有の知的財産につ

いて相手を信頼し、パートナーとともに 
win-win シナリオを創作することが必要であ

る」と語っている。 
 
「The Global CEO Study 2006」に参加した 
CEO の 75 ％以上は、コラボレーションと提

携がイノベーションにとって非常に重要で

あると回答した (図 5 参照)。しかし、実際

の実践状況はそれよりもかなり低く、自分の

属する企業が平均的なレベル以上にコラボ

レーションを行っていると考えているのは、

調査対象の CEO の半分だけだった。このよ

うなコラボレーションのギャップの主な原

因は、社外との提携に必要な専門知識の不足

である。また、調査では、社外とのコラボレー

ションに抵抗する組織文化にも原因がある

ことがわかった。 
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コラボレーションに関するもう 1 つの傾向

は顧客に関連したものである。「The Global 
CEO Study 2006」に参加した CEO の 35 ％
以上は、革新的なアイデアの最も重要な発信

源の 1 つとして、顧客を挙げた。この傾向

の一環として、企業は、まったく新しいレベ

ルで顧客とのコミュニケーションを図るた

めに、社会的ネットワークを活用し始めてい

る。例えば、Biogen のような革新的な企業は、

仮想コミュニティーを使用して、新たな方法

で顧客と交流している。 
 
Biogen社  の多発性硬化症  (MS: Multiple 
Sclerosis) の仮想コミュニティーである 
Avonex.com は、米国の MS 患者の 10 ％以

上に利用されている。3 Biogen社 は、この 
Avonex.com コミュニティーを通して  MS 
患者に同社の治療薬 Avonex の試用を促し、

既存顧客と潜在顧客を販売・マーケティング

部門や顧客サービス部門に取り込み、30,000 
人を超える現在および将来の顧客にサンプ

ルや見解を提供し、顧客を Biogen社 のビジ

ネスに不可欠な要素にしているのである。 

このようなコラボレーションの傾向は、比較

的早期の発展段階といえるが、持続的な成功

を達成するためには欠かせないものだ。イン

タビューに参加した CEO は、コラボレー

ションによるイノベーションを実施するた

めに人材を配置することは、多くの場合、従

来の「独力で行う」組織文化と対極を成す重

要な要件であると認識している。 
 

社外に手を広げる: 重要項目4

関係を構築し、境界を設定する 

• 最初の直接対話を通してビジネス関係

の構築を促進する。 

• 新しい  Web 技術を活用して顧客コ

ミュニティーとの交流を図る。 

• 知識交換および知的財産のガイドライン

について事前に明確にする。 

• 各当事者の学習目的を明示する。 

社内の提携管理機能を整備する 

• 複数の提携で整備・使用された組織の

知識を管理する。 

• 市場で外部パートナーとしての肯定的

な評価を獲得する。 

• 複数の提携間や顧客コミュニティーとの

関係を調整する社内の仕組みを整備す

る。 

• 提携の成果を継続的に測定するための評

価基準を設定する。 

提携のポートフォリオのバランスを取る 

• 1 つの組織とのコラボレーションが他

の関係にどのような影響を及ぼす可能

性があるかを判断し、それに応じて戦

略的決定を下す。 

 
 
アイデアを可視化する 
数十億ドルの収益基盤をさらに拡大したい

と考える大規模企業が、一定の期間内に数千

万あるいは数億ドルの新たな収益に貢献で

きる見込みのあるようなイノベーションに

のみ重点を置く傾向があるのは自然なこと

であろう。 
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その飛躍的な進歩を予測できる市場の予言

者は誰だろうか。一部のインタビュー回答者

は、組織について比類のない豊富な知識を手

にできる役割を持つ少数の人が、これに当た

ると考えている。 
 
あるグローバルなテクノロジー企業の上級

副社長は、この考え方を次のように要約して

いる。「すべての人をイノベーションに関与

させることは困難である。なぜなら、当社に

は複雑な統合問題が存在するからだ。この種

の問題は、問題のあらゆる側面を理解してい

る人がいなければ解決がむずかしいのだが、

そのような人材はあまり多く存在しない。… 
実際のところ、私たちは複雑な統合問題を包

括的に解決しようとしているが、簡単には行

えないのが実情だ。」 
 
その他のインタビュー回答者は正反対の認

識を持っており、大規模な組織は可能な限り

多数の多様なアイデアを組織の隅々から集

める必要があると考えている。これらのイン

タビュー回答者は、社内のすべての人を、ア

イデアの数と多様性に完全に依存するアイ

デア創出プロセスに不可欠な存在と見なし

ている。 
 
米国大手小売企業の人事・リーダーシップ担

当上級副社長によれば、「イノベーションに

ついての私の見解では、収益をもたらす可能

性のあるアイデアを獲得するには、アイデア

の数を増やす必要がある。…十分な数のアイ

デアを入手し、それらのアイデアに十分な多

様性があれば、あらゆる成功のチャンスを手

にしていることになる。問題なのは、128,000 
名の社員から多数のアイデアを入手して、そ

のアイデアを活用する方法を考え出すこと

だ。」 
 
本調査によると、どちらの発言も、グローバ

ルな製薬会社の人事オペレーション担当シ

ニア・ディレクターが述べた、次のような大

きな真実に基づいている。 

「ピラミッドの土台に蓄積された多くの優

れたアイデアは、それらを戦略に結び付ける

ことができれば、頂上での成功に貢献する。」 
 

アイディアを可視化する: 重要項目4

部門を超えたチームを活用する 

• チームの設置要領と期限を定めて、集

中を高め、創造性と実用性を引き出す

成果物の提出を要求する。 

• 適切な利害関係者から成る多様なチー

ムを組織することによって創造性を刺

激し、組織的なネットワークを強化す

る。 

実践コミュニティーを促進し、利用する 

• 問題の解決とアイデアの誘発に共通の

熱意を持つ人材による信頼できる情報

交換を利用して、最善の策を実施する。

• 複数の実践コミュニティーを定期的に 
1 つの物理的な場所で引き合わせるこ

とによって、イノベーションを推進す

る。 

創造性と好奇心を刺激する学習イベント

を開催する 

• 適切な利害関係者から成る多様なチー

ムを効果的な学習環境に集める。 

• アイデアの応用を重視し、リーディン

グ、Web サイトの訪問、ロール・プレ

イといった複数の学習チャネルを利用

して変化をつける。 

大規模なオンラインのブレーンストーミ

ング・イベントを立ち上げる 

• 事前に準備資料を提供し、組織のあら

ゆる場所で働く社員がオープンにアイ

デアを探し出すのを促す。 

• ワークフローやデータ・マイニングの

技術を利用してアイデアを引き出し、

方向付ける。 

• 上位のアイデアを洗練し、さらに進ん

だブレーンストーミングを行うことに

よって、セッションを継続する。 

創造的な職場を設計する 

• 素早く変化するプロジェクトやチーム

に合わせて容易に進化させることので

きる、技術的に対応したオープンな場

所で社員がブレーンストーミングを行

える機会を増やす。 
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 インセンティブや評価を提供する 

「適切な評価プログラムを整備するに

は組織の基本方針について考える必要

がある。…このような評価プログラムは、

その企業全体の評価プログラム体系に

組み込まれるべきものだからである。だ

から、「じゃあ、イノベーション賞を作

ります」という風にはいかない。いろい

ろなものを繰り返し制度化することに

よって、はじめてこれらが組織文化の一

部になるのだ。」 
- グローバルなエレクトロニクス企業の人

事担当上級副社長 
 
本調査でも、他の調査結果同様、社員に対す

るイノベーションへの動機付けは単に金銭

的なインセンティブの提供だけでは十分で

ないと結論付けている。それよりもむしろ、

評価とインセンティブのバランスを管理し、

社員の熱意や組織のビジョンと統合する必

要がある。 
 
先行する組織は、組織内のイノベーションを

評価するために多種多様な仕組みを使用し

ている。例えば、ゼネラル･エレクトリック

社が使用しているような正式な評価制度が

ある。同社では、上位 5,000 人の管理者が、

外部志向、想像力と勇気といった成長を推進

するための特性を評価される。5  

評価クラブとしては、ノキア社の「クラブ 
10」がある。これは毎年、少なくとも 10 件
の特許を持つエンジニアを、CEO が主催す

る正式な受賞式に招くというものだ。6 グー

グル社は時間で動機付けを行っている。同社

の研究科学者は、時間の 20 ％を各自が選ん

だプロジェクトに取り組むために費やすこ

とができる。7 3M 社では、「Genesis Grants」
という、社外のプロジェクトに取り組むこと

を望む科学者に奨励金を与えている。毎年、

12 から 20 の Genesis Grants が授与され、

それぞれ 5 万ドルから 10 万ドルの金額を

受け取ることができる。8 これらの例はいず

れも、直接的な金銭インセンティブではなく、

むしろ各社のビジョンや価値観を反映した

ものとなっている。 
 
変動報酬は確かに採用されているが、スタン

フォード大学のトニー・ダビラ氏による最近

の調査では、一定のしきい値を超えると、変

動報酬のレベルを上げても実際にはイノ

ベーションの成果は低下する場合があるこ

とが明らかになっている。9 事実、今回の回

答者のうちの数人にとっては、人前に出るこ

とやキャリアの昇進は、革新的な行動の推進

という点で報酬金と同程度に重要であるよ

うだ。ある金融サービス会社の取締役副社長

によれば、「報酬金よりも大事なのは昇進だ。

イノベーションによって社員は、先頭に立っ

てさらなる責務を担うチャンスのある場所

に飛び込んでいけるからである。」 
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チェックポイント: イノベーショ

ンへの道 
文化や社風を変化させるのには手早い解決

策はないが、献身的なリーダーは、本書で示

したモデルを使用して計画を策定し、より秩

序正しい将来への道筋を開くことができる。

社員がアイデアを検討のテーブルに載せる

のを支援する第一歩として、以下の質問に対

する答えをじっくりと考えてほしい。 
 
準備を整える 
• 組織の戦略や、組織がさらなるイノベー

ションを求める理由を社員が理解するの

を助けるにはどうすればよいと思うか。 

• リスクをとることが制御されることや実

験をどのように促進するつもりか。 

• 年齢、民族性、経験、文化といった組織内

の多様性を利用して大胆で多様なアイデ

アを引き出すために、どのような計画を立

てているのか。 

• 役員や次世代のリーダーの顔ぶれは組織

の地理的広がりを反映しているか、あるい

は、本社だけか。 

行動を起こす 

• 社内のチームはどのくらい効果的にコラ

ボレーションを行っているか。また、どの

ような支援ツール、体制、プロセスを使用

しているか。 

• アイデアや能力を求めて、どの程度頻繁に

組織の外部に目を向けているか。 

• 社員は、部門間チーム、実践コミュニ

ティー、学習イベント、大規模なブレーン

ストーミング・イベントなどにどの程度参

加しているか。 

成果に向けて動機付けをする: 重要項目

動機付けの要素を理解する 

• 組織文化の中で評価とインセンティブ

の適切なバランスを見つけ出し、社員

の自然な熱意やビジョンを (無視する

のではなく) 高めるためのプログラム

を策定する。 

• 金銭的な報酬と、評価プログラムや社

員が重要視する金銭以外の報酬を組み

合わせる。 

• 社員が特定の限られた時間だけ各自が

選んだプロジェクトに取り組めるよう

にすることで、忠誠心を高め、創造性

を発揮させる。 

変動報酬が熱意やビジョンを奪ってしま

わないようにする 

• 社員が変動報酬を増やすことに熱中し

て、企業価値の順守や遂行に対する責

務を無視することがないよう注意す

る。 

• インセンティブがイノベーションのレ

ンズのみに焦点を絞りすぎていないか

を常に監視し、定期的に調整する。 

業績考査におけるイノベーションの評価

を正式なものにする 

• イノベーターとしてであれ、イノベー

ションのイネーブラーまたはインプリ

メンターとしてであれ、社員がイノ

ベーションを積極的に受け入れる姿勢

を持っているかどうかを評価する。 
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• 社会的ネットワークを把握し、グローバル

なコラボレーションを促進するために、ど

のようなテクノロジーを活用しているか。 

• インセンティブや評価プログラムを会社

の戦略的目標に整合させ、社員が最も高く

評価する報酬を提供するために、どの程度

頻繁にそのようなインセンティブやプロ

グラムを見直しているか。 
 
優れた企業経営者は、これまで以上にオープ

ンでコラボレーティブな、多分野にわたるグ

ローバルなイノベーションが 21 世紀を生

き抜く鍵であると考えている。しかし、協力

的でない文化や社風がイノベーションの大

きな障壁となる可能性がある。我々は、CEO 
や経営陣が率先して、イノベーションに適し

た職場の雰囲気や組織文化を築く道を開く

ことが必要不可欠であると考える。 
 
 
関連資料 
“Expanding the Innovation Horizon: The Global 
CEO Study 2006. ”IBM Global Business 
Services. March2006. http://www.ibm.com/
bcs/ceostudy 

著者について 
Michael DeMarco 
IBM Institute for Business Value 上級コンサル

タント。ヒューマン・キャピタル・マネジメ

ントに従事。ヒューマン・キャピタル、財務

管理、業績測定を含む広い分野で 11 年間の

コンサルティング活動を通じ、2 冊の著書を

執筆。ペンシルベニア州ランカスター在住。 
 
Eric Lesser  
ヒューマン・キャピタル・マネジメントの分

野で 15 年以上のリサーチおよびコンサル

ティング経験を持つアソシエイト・パート

ナー。現在、IBM Institute for Business Value で、

ヒューマン・キャピタルの課題に関する研究

に従事。数冊の著書を共同編集。 
Sloan Management Review 、 Academy of 
Management Executive、 International Human 
Resources Information Management Journal な
どの各種雑誌にも記事を発表。マサチュー

セッツ州ケンブリッジ在住。 
 
Scott Smith 
ヒューマン・キャピタル・マネジメント担当

パートナー。IBM グローバル・ビジネス・サー

ビスのオンデマンド・ワークプレース、ソ

リューション開発担当グローバル責任者。18 
年にわたるコンサルティング経験を経て、

ポータル戦略と実装、オンデマンド・ワーク

プレース、ナレッジ・マネジメント戦略と実

装、運用効率の向上、リエンジニアリング、

組織変革マネジメントを含むさまざまな課

題に取り組む。マサチューセッツ州ケンブ

リッジ在住。 

http://www.ibm.com/


 

IBM グローバル・ビジネス・サー
ビスについて 

15 People and innovation 

IBM グローバル・ビジネス・サービスは、世

界 160 カ国以上において、業界知識と洞察、

そして高度な研究成果とテクノロジーの専

門知識を組み合わせることにより、お客様の

ビジネスの分析、最適化、そして変革を可能

にします。 
私たちは、お客様のパフォーマンスとプロセ

スの向上のため、そしてお客様が競争優位性

を確立し、ビジネスで成功するために貢献す

ることを目標としています。 
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